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本稿では，道路整備のストック効果把握の一環として，空間的応用一般均衡（SCGE）モデルを用いて，

最初の開通から半世紀を経た全国の高規格幹線道路整備が地域経済に与えた長期的な効果とその変遷を検

証する．分析の結果からは，これまでに段階的にネットワーク整備がなされた結果として，付加価値額変

化では，関東・甲信越から中国地方にかけての本州エリアを中心に大きな効果が帰着している傾向にある

ことが分かり，このような地域の産業活動の日本経済全体の成長への貢献が確認された．一方，便益をみ

ると，全国に広く正の効果が帰着しており，国土の均衡ある発展に高規格幹線道路が貢献していることを

確認できた． 

 

Key Words: 空間的応用一般均衡(SCGE)分析, 高規格幹線道路, ストック効果, 長期(50 年)の経済効果 
 

 

1. はじめに 

 

社会資本整備のストック効果の把握について，近年の

社会資本整備審議会の提言において触れられている． 

｢ストック効果の最大化に向けて｣(2016)1)では，社会

資本整備のストック効果を最大限に発揮するため，スト

ック効果を積極的に把握し，これを「見える化」，さら

に「見せる化」することを通じて，社会資本の利用者等

との対話や行政自らの気づき，さらには国民理解の醸成

などに努めるべきで，幅広い効果の把握と経済分析手法

の活用等が必要とされている． 

また，｢道路政策ビジョン｣(2020) 2)では，東名高速道

路の全線開通 50 年等を契機として，道路政策が地域の

発展に貢献してきた長期間のストック効果を，狭義の経

済効果にとどまらず，人口や産業の配置，ライフスタイ

ルの変化等の広範な視点から実証して示すべきであると

されている． 

我が国では，最初の高速道路開通からおよそ半世紀を

経たこと等をふまえて，その効果や貢献などについての

レビューや推計が行なわれつつある 3)．本稿は，このよ

うな我が国の道路整備のストック効果の把握の一環とし

て，経済分析手法（空間的応用一般均衡（SCGE）モデ

ル）を用いて，最初の開通からおよそ半世紀を経た全国

の高規格幹線道路整備の経済効果について，地域別，産

業別の定量的な推計を行い，高規格幹線道路の我が国経

済への貢献度をとりまとめたものである． 
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2. 経済効果の計測方法 
 

(1) 分析モデル 

本研究は，1965 年を初年として高規格幹線道路整備

による経済効果を長期間にわたって計測する．具体的に

は，1965 年，1970 年，1980 年，1990 年，2000 年，2010

年，2016 年の各年次に加えて将来計画路線が全線整備

される時点を対象に，SCGE モデルを活用することで生

活圏別・産業別の経済効果（付加価値額・便益）を計測

した． 

SCGE モデルの最大の特徴は，消費者余剰（費用便益

分析マニュアル）と理論整合的な便益を帰着ベースで計

測するとともに，企業側への効果である各産業の付加価

値額変化も計測可能な点にある．これは，表-1 で示す

類似する経済モデルと比較しても優位な特徴であり，道

路整備効果を分析するうえでは有益なアプローチである

と言える． 

  

(2)  分析条件の設定・データの収集 

a)  基準均衡点の設定 

基準均衡点については，各時代の産業構造を反映する

という意味において各分析年次別に設定することが望ま

しい．しかし，SCGE モデルに必要となる産業連関表は

全国統一で整備された最も古い年次が 1990 年であるた

め，本研究では，1965 年～1990 年については 1990 年を

基準均衡点として分析を行い，1990 年～最新の 2016 年

については 2016 年を基準均衡点として分析した．この

ことで，限られデータではあるが，1990 年以前と以降

で産業構造（産業間の投入構造，産出構造）を変更した

分析が可能になるため，最新の基準均衡点 1時点で分析

する場合に比べて当時の産業実態に即した結果を得るこ

とが可能となる． 

 

b) ゾーニング・産業分類 

SCGE モデルのゾーニング（図-1）については，地域

間所要時間変化の観点から道路事業の特性を考慮できる

よう全国 207 生活圏で設定した．産業分類（表-2）は道

路整備が物流へ与える影響に着眼することから製造業を

中分類で分けた． 

 

c)  基準均衡データの整備 

a)および b)をもとに表-3 で示すように基準均衡データ

を整備した．当該データが SCGEモデルにインプットと

する基本的なデータとなる． 

 

 

 

 

表-1 経済モデルの比較 
項目 空間的応用一般均衡モデル（SCGE) 応用都市経済モデル（CUE） マクロ計量経済モデル 

基礎理論 ワルラス型一般均衡理論 立地均衡理論（多市場均衡） ケインズ理論 

対象地域とゾーニング  市町村単位 メッシュ単位 国単位，県単位 

産業分類 全産業・細分類 産業分類なし 全産業・3 分類程度 

社会システムの表現

（理論の定式）方法 

連立方程式体系による 

社会システムの表現 

連立方程式体系による社

会システムの表現 

回帰式体系による 

社会システムの表現 

効果計測特性 
一時点の需給均衡下で

の計測 

一時点の需給均衡下での

計測 

過去から現在の社会構

造を固定化した計測 

空間の相互作用の考慮  有り 有り 無し（一部有り） 

アウトプット指標 
便益，生産，消費，所

得，交易（地域別・産業

別） 

便益，生産，所得，土地利

用，人口（小地域別） 

便益，生産，消費，投

資，雇用・税収，フロー

効果（地域別）  

 

 
出典：国土交通省全国幹線旅客純流動調査 

図-1 ゾーニング（207生活圏） 

 

表-2 産業分類（16分類） 

No 産業 

1 農林水産業 
2 鉱業 
3 飲食料品 
4 繊維製品 
5 パルプ・紙・木製品 
6 化学製品 
7 石油・石炭製品 
8 窯業・土石製品 
9 鉄鋼・非鉄金属・金属製品 
10 一般機械 
11 電気機械・情報・通信機器 
12 輸送機械 
13 その他の製造工業製品 
14 建設 
15 電力・ガス・水道 
16 サービス  
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表-3 基準均衡データの算出方法及び出典 

産業活動 

関連データ 
算出方法および出典 

1990 年基準 

データ年次 

2016 年基準 

データ年次 

付加価値額 ・都道府県民経済計算×産業シェア 

※本業務で取り扱う付加価値額は、固定資本減耗を含む

粗付加価値額を意味する。 

1990 年 2016 年 

人口 ・国勢調査 1990 年 2015 年 

労働シェア ・産業連関表（都道府県） 1990 年 2011 年 

資本シェア ・産業連関表（都道府県） 1990 年 2011 年 

労働所得 ・ゾーン別付加価値額×労働シェア 1990 年 2016 年 

資本所得 ・ゾーン別付加価値額×資本シェア 1990 年 2016 年 

中間投入額 ・産業連関表（都道府県別） 中間投入額  1990 年 2011 年 

消費のシェア ・産業連関表（都道府県別） 産業別最終需要額／最終需

要額計 

1990 年 2011 年 

 

 

表-4 作成した道路ネットワークの年次区分 

（交通量配分の検討ケース） 

No 年次区分 対象年月日 
整備延長 

（km） 
主な路線 

1 1965～1970 1965 年 4 月 1 日～

1971 年 3 月 31 日 

840 東名自動車道、名神高速道路、名阪国

道、西名阪自動車道、中央自動車道（富

士吉田線） 

2 1970～1980 1971 年 4 月 1 日～

1981 年 3 月 31 日 

2,400 東北自動車道、日本海東北自動車道、

関越自動車道、中央自動車道（西宮

線）、北陸自動車道、中国自動車道、九

州自動車道、宮崎自動車道 

3 1980～1990 1981 年 4 月 1 日～

1991 年 3 月 31 日 

2,300 常磐自動車道、関越自動車道（新潟

線）、山陽自動車道、瀬戸中央自動車

道、長崎自動車道、大分自動車道、九州

自動車道 

4 1990～2000 1991 年 4 月 1 日～

2001 年 3 月 31 日 

2,600 秋田自動車道、磐越自動車道、上信越

自動車道、東海北陸自動車道、山陽自

動車道（岡山米子線）、西瀬戸自動車

道、徳島自動車道、神戸淡路鳴門自動

車道 

5 2000～2010 2001 年 4 月 1 日～

2011 年 3 月 31 日 

2,100 日本海東北自動車道、北関東自動車

道、圏央道、東海環状自動車道、新名神

高速道路、鳥取自動車道 

6 2010～2016 2011 年 4 月 1 日～

2017 年 3 月 31 日 

1,100 新東名自動車道、紀勢自動車道、松江

自動車道、東九州自動車道 

7 2016～将来 2017 年 4 月 1 日～

14,000km 完成まで 

2,660 東北中央自動車道、日本海東北自動車

道、新東名自動車道、中部横断自動車  

 

d)  交通データの整備 

SCGE モデルのインプットデータである地域間所要時

間データについて，本研究では交通需要の変化による所

要時間への影響を考慮できるよう交通量配分により作成

した．交通量配分の手法については，国土交通省の事業

評価において活用している高速転換率併用分割配分法を

用いて実施した．対象とするネットワーク年次は表-4

の通りであり，Withシナリオとして 7ケースの検討を行

った．なお，本研究では，平成 17 年度の道路交通セン

サス OD表を活用し，全ての年次ケースでの交通量配分

に使用した．道路交通センサスは，5 年毎に調査が実施

されていることから，各道路ネットワークの年次に合わ

せて道路交通センサス OD表（交通需要量）も変更し，

交通需要の変化による所要時間への影響も加味すること

が望ましいと言える．ただし，過去と現在で調査方法が

異なっていることも踏まえ，本研究では 1時点の OD表

で固定し，所要時間は道路ネットワークの整備あり・な

しのみに影響されると仮定した．この交通需要の年次別

影響を加味した検討は，今後の課題の 1つとしたい． 

資本市場資本市場

地域 i j地域

家計家計

財市場財市場

労働市場労働市場

企業企業 家計家計

財市場財市場

労働市場労働市場

企業企業

資本市場資本市場

地域 i j地域

家計家計

財市場財市場

労働市場労働市場

企業企業 家計家計

財市場財市場

労働市場労働市場

企業企業

 

図-2 想定する経済構造 

 

表-5 実測値と推計値の相関係数 

相関係数

産業分類
整備済み高規格（11,340km）

分析時の現況再現
整備予定高規格（2,660km）

分析時の現況再現

農林水産業 0.85 0.75

鉱業 0.82 0.89

飲食料品 0.98 0.97

繊維 0.99 0.98

パルプ 0.95 0.93

化学 0.93 0.92

石油・石炭 0.93 0.94

窯業・土石 0.98 0.97

鉄鋼、非鉄金属、金属製品 0.94 0.91

一般機械 0.99 0.98

電気・電子 0.99 0.99

輸送用機械 1.00 1.00

その他製造 0.95 0.93

建設 0.98 0.98

電力・ガス・水道 0.92 0.92

サービス 0.99 0.99

産業計 1.00 0.99  

 

(3) モデル構築 

a)  モデル構造 

本研究では，SCGE モデルとして，小池ら（2016）4) 

により構築された中間投入構造を明示した RAEM-Light

（ラーム・ライト）モデルを活用する．本モデルでは社

会経済に対して主に以下の仮定を設ける． 

①図-2 で示す経済構造を想定し多地域多産業で構成

された経済を想定する． 

②財を生産する企業は，家計から提供される生産要素 

（労働・資本）に加えて，他の財生産企業が生産した

生産物を投入することで新たな生産財を生産する． 

③家計は企業に生産要素（労働・資本）を提供し，所

得を受け取る．そして，その所得をもとに財消費

を行う． 

④輸送費用は Ice-berg（アイス・バーグ）型輸送費用

を仮定する． 

⑤労働市場は地域で閉じているものの，資本市場は全

地域に開放されているものとする． 

 

b) 現況再現性 

本研究で構築した SCGEモデルの現況再現性は，各産

業の生活圏別付加価値額について実測値と推計値を比較

することで確認する．表-5 に両者の相関係数を示す．

一部の産業で若干低い相関もみうけられるが全体的に相 
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道路整備の
経済効果 視点①

各年次で道路ネットワークが
経済へ与える影響（⾼さ）

視点②
道路ネットワーク整備による

累積効果（⾯積）

1965年 1990年 2016年

1990年〜2016年の累積
は2016年データを利⽤

1965年〜1990年の累積
は1990年データを利⽤

 

図-3 効果の分析視点（視点①と視点②） 

 

関係数は高く現況を再現したモデルであると言える． 

 

c) 分析の考え方 

SCGE モデルにより計測した結果を，以下の 2 つの視

点で効果を分析する（図-3参照）． 

・視点①：年間値．2016年（最新）の 1時点の経済デ

ータを用いて，各年次の道路ネットワー

ク有無比較を実施． 

・視点②：累積値．1965年～1990年までは 1990年デ 

ータで有無比較を行い，1990 年～2016 年・

将来は 2016年データで有無比較を行い，各

年次の効果の 1990 年もしくは 2016 年名目

GDP比を算出し，各年次の名目 GDP（統計

値）に乗じることで計測． 

なお，これらの分析結果を解釈する際の留意点として

以下があげられる． 

・視点①：現在の経済規模・経済構造下での効果であ

る点に留意が必要． 

・視点②：本来は各年次の経済データと道路ネットワ

ークで経済状況を再現し効果を計測する

ことが望ましい．本研究では，1990 年と

2016 年の 2 時点（1990 年は都道府県別の

地域内産業連関表を統一的に入手可能な

最も古い年次）データを用いている点に

留意が必要である． 

 

 

3. 経済効果の計測結果 
 
a) 視点①・②別の付加価値額変化 

視点①の観点からの各年次の効果は図-4 のとおりで

あり，2016 年時点の付加価値額変化は，18.3 兆円/年と

なっている． 

視点②の観点からの整理結果は図-5 に示す通りであ

り，1965年から 2016年までの累積付加価値額変化は 568 

1965                   1970                    1980                    1990  2000                   2010                    2016 将来

2011年産業連関表を⽤いた産業構造の表現1990年産業連関表を⽤いた産業構造の表現

（基準均衡点）（基準均衡点）

１年当たり
付加価値額変化

3.6 兆円/年
1990年GDP⽐：0.8%

4.8 兆円/年
1990年GDP⽐：1.0％

4.1兆円/年
1990年GDP⽐：0.9%

2.7兆円/年
2016年GDP⽐：0.5%

3.1兆円/年
2016年GDP⽐：0.6％

5.2兆円/年
2016年GDP⽐：1.0％

5.2兆円/年
2016年GDP⽐：0.9％

2016年時点の
整備効果

付加価値額変化︓
18.3兆円/年
2016年GDP⽐︓
3.3%

※数字は全て名⽬値

1.2兆円/年
2016年GDP⽐：0.2%

0.7兆円/年
2016年GDP⽐：0.1%

1.2兆円/年
2016年GDP⽐：0.2%

 

図-4 視点①の整理：各年次の年間の付加価値額変化 
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2011年産業連関表を⽤いた産業構造の表現1990年産業連関表を⽤いた産業構造の表現

※数字は全て名⽬値

1965年〜2016年までの
累積付加価値額変化
568兆円/51年間

※各年次のネットワーク整備有無⽐較により算出した効果をもとに基準
年のGDP⽐を算出し、各年次GDPに乗じることで算出している。

付加価値額変化
（兆円／年）

 

図-5 視点②の整理：1965年～2016年の累積付加価値額変化 
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図-6 人口当たりの付加価値額変化（整備期間累積） 

 

42.7

25.8

22.4

36.7

25.7

24.4
20.0

17.1 16.1
13.9

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

1965～1970 1965～1980 1965～1990 1965～2000 1965～2010 1965～2016 1965～将来

（億円/km）

1990年基準 2016年基準

年々、地⽅都市への整備が進むこ
とで整備延⻑当たりの効果は減少
傾向

 

図-7 整備延長当たりの付加価値額変化（整備期間累積） 
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図-8 名目GDP当たりの付加価値額変化 
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兆円/51年間となっている．これは，視点①で算出した

各年次の 2016年基準の付加価値額変化を 2016年の名目

GDPで除した比率を各年の名目GDPに乗じることで，

付加価値額変化の累積値として計測したものである． 

b) 人口当たりの付加価値額変化（累積値）

1965 年からの人口当たりの整備期間累積値をみると，

1990 年までの期間で，三大都市圏・主要都市部のネッ

トワーク整備が進んだことで人口当たり付加価値額は大

きく増加したが，1990 年以降，地方都市の短い路線の

整備が進んだため増加率が鈍化傾向にある（図-6）． 

c) 整備延長当たりの付加価値額変化（累積値）

1965 年からの整備延長当たりの整備期間累積値をみ

ると，1965～1970 年の整備から，その伸びは減少する傾

向となる．これは，1970 年までの整備は，日本におけ

る最初の高規格幹線道路整備であり，一般道路しか無い

ネットワークに対して，大きな所要時間短縮をもたらし，

沿線地域に対して大きな付加価値額変化を与えているこ

とが背景として挙げられる．その後は三大都市圏・主要

都市部のネットワーク整備が完了し，地方都市の整備が

進んだため，整備延長あたりの効果は徐々に小さくなる

傾向にあると考えられる（図-7）． 

d) GDP（名目）当たりの付加価値額変化（累積値）

1965 年からの整備期間累積値をみると，1965 年～1990 

年にかけての値が大きく，GDP に対して約 1.0％程度の

変化が各期間で生じている．2016 年時点では GDP 比

3.5%となっており，これまでに整備された高規格幹線道

路が我が国の経済を GDP比で 3.5％分下支えしているこ

とを示している（図-8）． 

e) 付加価値額変化と便益の地域分布比較

1965 年からの整備期間累積の効果について，地域別

（生活圏別）に付加価値額変化と便益を分析した． 

高規格幹線道路が整備された 1965 年～1970 年の効果

（図-9）では，東名自動車道及び名神高速道路の開通に

より，東名・名神沿線の東海エリアで集中的に発現して

いる．これに対して，1965 年～1980 年の効果（図-10）

では，三大都市圏から各地方都市を結ぶ国土軸となるネ

ットワークが整備され，付加価値額変化として生じた効

果が各路線の周辺地域の企業に帰着し，それが消費活動

を介して便益として全国に波及している． 

1965 年～1990 年の効果（図-11）では，関越自動車道

や北陸自動車道による北陸地域への効果や，瀬戸中央自

動車道（瀬戸大橋）による四国への効果が生じている．

便益では，整備沿線の効果が波及し，北海道を含め全国

的に正となっている．基本的な国土軸が整備されたこと 

項⽬ 結果
便益の総額 4.3（兆円/年）

整備延⻑ 840（km/5年）

1kmあたりの便益額 50.9（億円/km）

項⽬ 結果
変化の総額 3.1（兆円/年）

整備延⻑ 840（km/5年）

1kmあたりの変化 36.7（億円/km）

【凡例】
開通区間

■付加価値額変化（億円/年）
〜 1,000

1,000 〜 ‐500
‐500 〜 0
0 〜 5,00

5,00 〜 1,000
1,000 〜 1,500
1,500 〜 2,000
2,000 〜 2,500
2,500 〜 3,000
3,000 〜 3,500
3,500 〜 4,000
4,000 〜 4,500
4,500 〜 5,000
5,000 〜 5,500
5,500 〜 6,000
6,000 〜 6,500
6,500 〜 7,000
7,000 〜

1965年〜1970年の付加価値額変化（2016年基準） 1965年〜1970年の便益額（2016年基準）

東名・名神⾼速
道路整備により
東海を中⼼に関
東・近畿エリア
に効果が帰着

東名・名神⾼速
道路整備により
東海を中⼼に関
東・近畿エリア
に効果が帰着

【凡例】
開通区間

■便益（億円/年）
〜 1,000

1,000 〜 ‐500
‐500 〜 0
0 〜 5,00

5,00 〜 1,000
1,000 〜 1,500
1,500 〜 2,000
2,000 〜 2,500
2,500 〜 3,000
3,000 〜 3,500
3,500 〜 4,000
4,000 〜 4,500
4,500 〜 5,000
5,000 〜 5,500
5,500 〜 6,000
6,000 〜 6,500
6,500 〜 7,000
7,000 〜

図-9 1965年-1970年の付加価値額変化(左)と便益(右)

図-10 1965年-1980年の付加価値額変化(左)と便益(右)

項⽬ 結果
便益の総額 17.6（兆円/年）

整備延⻑ 5,540（km/25年）

1kmあたりの便益額 31.7（億円/km）

項⽬ 結果
変化の総額 13.5（兆円/年）

整備延⻑ 5,540（km/25年）

1kmあたりの変化 24.4（億円/km）

【凡例】
開通区間

■付加価値額変化（億円/年）
〜 1,000

1,000 〜 ‐500
‐500 〜 0
0 〜 5,00

5,00 〜 1,000
1,000 〜 1,500
1,500 〜 2,000
2,000 〜 2,500
2,500 〜 3,000
3,000 〜 3,500
3,500 〜 4,000
4,000 〜 4,500
4,500 〜 5,000
5,000 〜 5,500
5,500 〜 6,000
6,000 〜 6,500
6,500 〜 7,000
7,000 〜

1965年〜1990年の付加価値額変化（2016年基準） 1965年〜1990年の便益額（2016年基準）

便益（消費者への効果）は
沿線地域の周辺地域まで波及

1990年にかけて
関越道、北陸⾃動⾞道
の開通により北陸地域

に効果が帰着

1988年に瀬⼾⼤橋が開
通し瀬⼾内エリアに⼤

きな効果が帰着

【凡例】
開通区間

■便益（億円/年）
〜 1,000

1,000 〜 ‐500
‐500 〜 0
0 〜 5,00

5,00 〜 1,000
1,000 〜 1,500
1,500 〜 2,000
2,000 〜 2,500
2,500 〜 3,000
3,000 〜 3,500
3,500 〜 4,000
4,000 〜 4,500
4,500 〜 5,000
5,000 〜 5,500
5,500 〜 6,000
6,000 〜 6,500
6,500 〜 7,000
7,000 〜

図-11 1965年-1990年の付加価値額変化(左)と便益(右) 

図-12 1965年-2000年の付加価値額変化(左)と便益(右) 

図-13 1965年-2010年の付加価値額変化(左)と便益(右) 
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項⽬ 結果
便益の総額 23.5（兆円/年）

整備延⻑ 11,340（km/55年）

1kmあたりの便益額 20.7（億円/km）

項⽬ 結果
変化の総額 18.3（兆円/年）

整備延⻑ 11,340（km/51年）

1kmあたりの変化 16.1（億円/km）

【凡例】
開通区間

■付加価値額変化（億円/年）
〜 1,000

1,000 〜 ‐500
‐500 〜 0
0 〜 5,00

5,00 〜 1,000
1,000 〜 1,500
1,500 〜 2,000
2,000 〜 2,500
2,500 〜 3,000
3,000 〜 3,500
3,500 〜 4,000
4,000 〜 4,500
4,500 〜 5,000
5,000 〜 5,500
5,500 〜 6,000
6,000 〜 6,500
6,500 〜 7,000
7,000 〜

1965年〜2016年の付加価値額変化（2016年基準） 1965年〜2016年の便益額（2016年基準）

【凡例】
開通区間

■便益（億円/年）
〜 1,000

1,000 〜 ‐500
‐500 〜 0
0 〜 5,00

5,00 〜 1,000
1,000 〜 1,500
1,500 〜 2,000
2,000 〜 2,500
2,500 〜 3,000
3,000 〜 3,500
3,500 〜 4,000
4,000 〜 4,500
4,500 〜 5,000
5,000 〜 5,500
5,500 〜 6,000
6,000 〜 6,500
6,500 〜 7,000
7,000 〜

図-14 1965年-2016年の付加価値額変化(左)と便益(右)

図-15 1970年-1980年の付加価値額変化(左)と便益(右) 

で全国に効果が波及していることを示している． 

1965 年～2000 年の効果（図-12）について，1997 年に

磐越道，1999 年に上信越道が開通することによる北陸

から北関東への効果や，2000 年に本四三架橋が完成に

より瀬戸内海エリアへの効果が大きくなっている．便益

では，全国的に正となっており，その効果は年々増加し

ている． 

1965年～2010年の効果（図-13）及び 1965年～2016年

の効果（図-14）では，国土軸を基軸としたネットワー

クに対し，枝葉の路線整備が進んでおり，その波及が更

に広がっていることが確認できる．また，企業側への帰

着効果である付加価値額変化に対して消費者側への帰着

効果である便益は，その帰着範囲が広くなる傾向にある． 

なお，図-9 から図-14 は道路ストックとしての整備期

間累積の効果について地域的に分析したものであるが，

例えば，これを年代別にみるとその年代の効果をより鮮

明に伺うことができる．図-15 は，三大都市圏から各地

方都市を結ぶ国土軸となるネットワークが整備された年

代（1970 年代）の効果を示したものである．この期間

は，国土軸のネットワークが整備された期間であり，企

業への効果帰着としての付加価値額変化が国土中央部，

消費者への効果帰着としての便益が国土全般に波及して

いることが確認できる． 

4. まとめ

本研究は，各年次（1965 年から概ね 10 年ピッチ）の

高規格幹線道路整備が地域経済へ与えた影響について，

SCGE モデルを活用することで生活圏別・産業別の経済

効果（付加価値額・便益）として計測した．経済効果の

計測結果は 2つの視点で整理した．「視点①」は各年次

の高規格幹線道路整備が経済へ与える影響（年間値）を

分析するものであり，「視点②」はこれまでに整備され

た高規格幹線道路の累積効果（年間値×年数）を分析す

るものである． 

視点①の結果からは，これまでに段階的にネットワー

ク整備がなされた結果，企業への帰着効果である付加価

値額変化をみると，関東・甲信越から中国地方にかけて

の本州エリアを中心に大きな効果が帰着している傾向に

あることが分かった．このような地域における産業活動

を道路整備が支援することで日本経済全体の成長に貢献

しているものと推察される．一方，消費者への帰着効果

である便益をみると，全国に広く正の効果が帰着してお

り，国土の均衡ある発展に高規格幹線道路が貢献してい

ることが確認できた．これは，企業への帰着効果である

付加価値額の増加が，消費活動を介して全国の消費者に

帰着した結果を示している． 

視点②では，これまでに整備された高規格幹線道路の

累積効果（1965 年～2016 年）として 568 兆円/51 年を算

出することで，道路整備全体の経済効果ボリュームを確

認した．これまでの高規格幹線道路の整備で大きな経済

効果を日本にもたらしていることが確認できた．そして，

この効果はストック効果であることから，道路が存在し

続ける限り，効果として年々累積していくことになる． 

なお，本研究は，50年超のストック効果という長期間

の効果について推計を行ったものであるが，経済構造デ

ータは1990年と2016年データの利用である．本来，経済

構造は年次によって異なることから，各年の経済データ

を用いた有無比較を行い，効果を累積することが望まし

いが，1990 年以前の経済構造については統計情報（産

業連関表）が整備されていないため，推計等の対応が必

要となる上に，各年次で有無比較を行うことは，計算負

荷もかかる作業であることも念頭におく必要がある． 

 いずれにしても，社会資本ストックの効果を把握する

場合，長期に亘るほど計量時の困難さが増加する可能性

は否定できないものの，その効果を定量的，明確に明示

し，検証していくことは重要なことであると考える．ま

た，SCGE モデルにおける政策変数は，道路整備による

労働時間の拡大（本源的生産要素の拡大）としているが，

この政策変数の与え方では，企業の生産技術の変化が含

まれない．道路整備により，企業の技術開発が促進され

生産技術が進歩する可能性は十分にあるため，今後は，

より包括的な効果分析のためにも生産技術変化も考慮に

入れた分析（全要素生産性（TFP）の変化等）が必要で

ある． 
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